
久留米市雨水流出抑制施設設置補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、浸水被害の軽減に対する市民意識の向上及び啓発

を図るとともに、市民と協働した安全・安心なまちづくりに資するこ

とを目的として、市内で雨水流出抑制施設を設置する者に対し、予算

の範囲内において補助金を交付するため、久留米市補助金等交付規則

（昭和５０年久留米市規則第５号）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。  

 （補助対象施設）  

第２条  この要綱において、補助金の交付の対象となる雨水流出抑制施

設は、雨水貯留タンク（雨水を貯留するために作られ一般に販売され

ている既製品に限る。）であって、次の各号の全てに該当するものと

する。  

  (1) 直接雨樋から接続し、耐久性のあるもの  

  (2) 蓋付きで、雨水以外のものを流入させないもの  

  (3) 容量が１００リットル以上のもの  

 （補助金交付対象者）  

第３条  補助金の交付対象者は、市内に雨水流出抑制施設を設置する建

物の所有者又は賃借人（国、地方公共団体、特殊法人又はこれらに準

ずる団体を除く。）であって、次の各号の全てに該当する者とする。  

(1) 建物等を借りている者にあっては、補助対象施設の設置につい

て当該建物等及びその土地の所有者の承諾が得られる者  

(2) この要綱により、既に同一の建物において、補助対象施設を設

置して補助金の交付を受けたことがない者  

 （補助対象経費及び補助額）  

第４条  補助対象経費及び補助額は、別表に定めるとおりとする。  

２  前項の補助額において千円未満の端数が生じたときは、これを切り

捨てる。  

（交付申請手続）  

第５条  申請者は、施工前に補助金交付申請書（第１号様式）に、次の

各号に掲げる書類を添えて企業管理者に申請しなければならない。  



(1) 雨水流出抑制施設配置図（設置箇所位置図）  

(2) 雨水流出抑制施設構造図（施設カタログ、写真等）  

(3) 見積書等  

(4) 承諾書（第３条第１号に該当する者に限る。）  

（補助金交付の決定通知）  

第６条  企業管理者は、前条に規定する申請書の提出があったときは、

当該申請書の内容を審査し、適当と認めたときは、当該申請者に対し、

速やかに補助金交付決定通知書（第２号様式）により通知するものと

する。  

２  企業管理者は前項の補助金の交付を決定する場合において、必要な

条件を付することができる。  

（申請事項の変更申請）  

第７条  補助金の交付決定を受けた者 (以下「交付決定者」という。)が、

第５条に規定する申請事項を変更しようとするときは、補助金交付変

更申請書（第３号様式）を、企業管理者に提出して承認を受けなけれ

ばならない。  

（申請事項の変更承認）  

第８条  企業管理者は、交付決定者から前条の規定による申請があった

場合、当該申請の内容を審査し、適当と認めたときは、速やかに補助

金等交付変更承認通知書 (第４号様式 )により通知するものとする。  

２  企業管理者は前項の補助金の交付を決定する場合において、必要な

条件を付することができる。  

（実績報告書の提出）  

第９条  補助金交付決定者は、事業が完了したときは、速やかに実績報

告書（第５号様式）に、次の各号に掲げる書類を添えて、補助金交付

申請した当該年度内に、企業管理者に提出しなければならない。  

(1) 領収書の写し  

(2) 設置完了後の写真  

（補助金の確定）  

第１０条  企業管理者は、前条に規定する実績報告書の提出を受けたと

きは、その内容を審査し、適合すると認めたときは、補助金確定通知

書 (第６号様式 )により、交付決定者に速やかに通知する。  



（補助金の交付決定の取り消し等）  

第１１条  企業管理者は、交付決定者又は補助金の確定の通知を受けた

者が、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を取

り消し、若しくは変更し、又は交付した補助金の全部若しくは一部の

返還を命ずることができる。  

(1) 提出書類の記載内容に偽りがあったとき。  

(2) 不正な手段により、補助金の交付決定を受けたとき。  

（所有者または使用者の責務）  

第１２条  補助対象施設の所有者又は使用者は、当該補助対象施設の機

能を常に良好な状態で保持するため、適切な維持管理をしなければな

らない。   

（補則）  

第１３条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。  

附  則  

この要綱は、令和  ３年  ４月  １日から施行する。  

この要綱は、令和  ５年   ６月  １日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表（第４条関係）  

 補助基準  

施  設  補助対象経費  補助額  

雨水貯留タンク  

（但し、容量は

１００㍑以上と

する。  

 

雨 水 貯 留 タ ン ク の

購入価格（タンク本

体価格と、タンク本

体 と 雨 樋 を 接 続 す

る た め に 必 要 な パ

イ プ 等 の 費 用 並 び

に 消 費 税 及 び 地 方

消費税を含み、配送

費用を除く。）と設

置費用の合計額  

１．対象経費の２分の１に相

当する額  

２．上限額  

 １００㍑以上４００㍑未満  

３０，０００円  

 ４００㍑以上  

 １５０，０００円  

 

 

 

 

 

 

 


